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要旨． 

これまで経営学、経済学の分野で IT 投資と企業の生産性との関連性は多く議論されてき

ていが、その関係性は研究者によって結論は様々である。本稿では産業形態が比較的近い

航空産業と鉄道業を抽出し、ミクロデータが得られた鉄道業についてはパネルデータ分析、

マクロデータのみ得られた航空産業については ARMAX モデルによる時系列分析を行うこ

とにより、IT 投資が生産性に与える影響を定量的に分析する。分析の結果、①航空産業に

おける推計の結果、実質ハードウェア投資額は TFP 水準を約 0.03%押し下げ、実質ソフト

ウェア投資額は TFP 水準を約 0.04%押し上げる、②鉄道産業においては、「Suica」などを

はじめとする IC カードの導入は、鉄道各社の TFP 水準を約 0.04%押し上げる、③航空産

業の推計において、実質ソフトウェア投資額が産出額ベース労働生産性（産出額／部門別

マンアワー）への影響は統計的に有意とは認められなかった、④鉄道産業においても、産

出額ベース労働生産性への IC カード導入の影響は統計的に認められなかった、という結果

を得た。この結論を得た理由として、①航空産業においては、実質ハードウェア投資に関

しては保安検査やその他の安全対策の為に急激に増加させる必要に迫られ、TFP 水準に対

してマイナスの影響が認められた、②航空産業における「JAL カード」や鉄道産業におけ

る「suica」等の IC カード導入や、各航空会社間の業務提携等にかかる実質ソフトウェア

投資が TFP 水準の押し上げに寄与した、ということが考えらえる。IT 投資が企業の TFP

水準を押し上げる効果があるのは、IT 技術が企業内部・企業外部の情報の流れを円滑にし、

その情報の流れの効率化が価値の創造につながっている時である。 

                                                   
1 本稿は、東京大学公共政策大学院の 2011 年度事例研究「ミクロ経済政策・問題分析／解決策分析Ⅲ」で

行われた研究である。（担当教官：東京大学社会科学研究所・松村敏弘教授、東京大学公共政策大学院・戒

能一成非常勤講師。） 
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0. はじめに 

これまで経営学、経済学の分野で IT 投資と企業の生産性との関連性は多く議論されてき

ている。情報ネットワークの高度利用が生産性（以下 TFP とする）と正の相関が認められ

たという主張や、IT 投資が企業の生産性向上に寄与しているとは言えないという主張など、

IT 投資が企業の生産性に与える影響は研究者の間でも意見が異なっている。その一方で IT

投資だけが企業の生産性向上に寄与しているのではなく、同時に企業組織や各企業のビジ

ネスモデル等、企業固有の特性が IT 投資と企業の生産性の関係性に大きな影響を与えてい

る可能性を指摘している点では一致している。 

これらの分析の多くは、パネルデータ分析等を用いることによって、産業横断的に IT 投

資と TFP の関係を明らかにしており、個別企業のミクロデータを扱った分析、また特定の

産業に特化して、そこから得られる実証結果を分析したものは少なかった。本稿では産業

形態が比較的近い航空産業と鉄道業に着目し2、IT 投資が生産性に与える影響を比較分析す

る。 

 

1. IT投資と競争優位 

1.1 経営資源としての IT 

そもそも IT 投資が何故企業の生産性に寄与するのかを考えると、それは IT 投資が企業

内、企業外の情報の伝達を効率化するからであると考えられる。伊丹・軽部（2004）は伝

統的なヒト、モノ、カネという経営資源に加え、「情報的経営資源」の重要性を指摘した。

すなわち、技術やノウハウといった企業内部の人々が持つ「情報」と、ブランドなどの企

業外部の人々に蓄積されている「情報」が企業の競争優位の確立に大きく貢献している、

ということである。また、技術を「自然と企業の間の情報の流れの結果として、企業の人々

が学ぶに至る知識の蓄積」であると定義し、企業内の情報の流れの重要性を指摘した。こ

こでは情報の流れを、企業が意図的に情報活動を行うことによって起こる「意図的な情報

の流れ」と、日常的な仕事の中で起こる「副次的な情報の流れ」の二つに区別している。IT 

投資はこのどちらの情報の流れについても効率化する可能性を秘めている。なぜなら「意

図的な情報の流れ」については、企業内イントラネットなどの利用によって流れの効率化

を図ることができると考えられるし、後者の「副次的な情報の流れ」についても、例えば

メールなどの利用により、より低コストで伝達することが可能だからである。このように、

IT 投資をすることによって企業内部の情報の流れを効率化することができ、その結果とし

て技術革新が促され、企業の生産性の向上が期待されるのである。 

また、企業外部の情報の蓄積に関しても IT 投資は大きく寄与していると考えられる。そ

れはこれまでの企業が採択するマーケティング戦略の変遷を見ても顕著である。すなわち、

                                                   
2 航空産業、鉄道業は共にかつては国営であり、経済の発展と共に民営化されていった。航空産業におい

ては日本航空株式会社（以下 JAL）と全日本空輸株式会社（以下 ANA）というリーダー企業が、鉄道業に

おいては旧国鉄である JR というリーダー企業がいる。以上の点で産業構造やこれまでの歩みが比較的近

いことから、この二産業を抽出し、比較分析を行った。 
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IT 技術の発達によりこれまでよりも顧客情報の管理が容易になったことによって、セグメ

ントごとにマーケティング戦略を考えるマス・マーケティングから、より顧客個人の選好

を考慮した One-to-One マーケティングへと各企業が採用するマーケティング戦略が変化

している。より個人の選好を反映した販売戦略を低コストで実行していくことにより、企

業外部での情報蓄積の効率性にも IT 投資は貢献していると考えられ、企業の競争優位の実

現に貢献していると考えられる。 

以上のように、IT 投資は企業内外の情報の流れを効率化することにより、企業の生産性

向上に寄与していると推察することができる。 

 

1.2ネットワークとしての IT 

 以上の議論は、組織と組織の間、もしくは組織内部のネットワークを構築する為の資産

としての IT の役割を概観するものである。しかし、現代の社会は高度にネットワーク化さ

れた社会であり、ただ IT を用いてネットワーク化したからといって、企業が競争優位を獲

得することができるわけではない。どのようなネットワークがより競争優位を獲得しやす

いのかについて、組織間関係論の枠組みが重要な示唆を与えている。 

Granovetter（1978）は、個人間の紐帯の強さがマクロ・レベルの現象とどのような関係

性を持つかを考察した。具体的には、強い紐帯よりも弱い紐帯を辿っていったほうがより

多くの人々に到達することができる、ということを述べた上で、弱い紐帯の重要性を述べ

た。また、Burt（1992）は、社会的資本という概念を用い、競争の成功を決定するのは社

会的資本であると述べている。また、そこで”structural hole”という概念を用い、冗長性の

ないコンタクトの重要性を述べている。冗長性のないコンタクトの数が多く、多様性に富

んでいるネットワークが効果的であり、このようなネットワークを持つことにより、競争

優位を築くことができる、と述べている。 

Watts（2003）は、規則性とランダム性というパラメータを用いることによって、

small-world の現象を明らかにすることを試みた。Small-worlds network は、各グループ

内のつながりが強く、また各グループ同士が少しのステップでつながることができるネッ

トワークであり、すべてのネットワークは、small-world network になりうるということを

述べている。 

ここでの示唆は、ネットワークを結ぶ対象の関係性の強さが、そのネットワークがもたら

す効果を決定している可能性がある、ということである。冗長性のないコンタクトの数が

多く、多様性にとんだネットワークを構築することで競争優位を築くことができ、そこで

は強い紐帯よりも弱い紐帯（強い関係性よりも弱い関係性）が重要になってくるというこ

とが考えられる。 
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2. 分析 

2.1 分析手法 

本稿の分析では、TFP や労働生産性の指標を被説明変数とし、航空産業については時系列

分析、またミクロデータを入手することができた鉄道産業についてはパネルデータ分析を

行う。 

(ⅰ)航空産業 

時系列分析では、IT投資やその他の要因を説明変数としたARMAXモデルの推定を行う。

ARMAX モデルは、以下のように表される。 

𝑦𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑥1𝑡 + 𝛽2𝑥2𝑡 +⋯⋯+𝛽𝑛𝑥𝑛𝑡 +∑ 𝜑𝑖𝑦𝑡−𝑖
𝑝

𝑖=1
−∑ 𝜃𝑗𝜀𝑡−𝑗

𝑞

𝑗=1
+ 𝜀𝑡  (1)  

𝑦𝑡は被説明変数、 𝛽0は定数項、𝑥𝑘𝑡(k = 1～n)は外的要因を表す説明変数、𝜀𝑡は攪乱項であ

る。また、∑ 𝜑𝑖𝑦𝑡−𝑖
𝑝
𝑖=1  は自己相関項（AR 項）であり、∑ 𝜃𝑗𝜀𝑡−𝑗

𝑞
𝑗=1 は移動平均項（MR 項）

である。ARMAX モデルでは、これらの項で系列相関を説明し、𝛽1𝑥1𝑡 + 𝛽2𝑥2𝑡 +⋯⋯+𝛽𝑛𝑥𝑛𝑡

の項で外的な要因を説明する。本稿で着目するのは外的な要因であり、𝛽1から𝛽𝑛というパ

ラメータの推計が目的である。 

分析にはBox-Jenkins法を用いる。まず全ての変数が定常化されているのかを検定する。

定常化の検定には、ADF 検定（Augmented Dickey-Fuller 検定）を用いる。ADF 検定で

定常化が確認されなかった変数については、対数をとり、更に定常化が確認されなかった

場合は階差をとることによって定常化する。次にモデルを構築する前に、説明変数から被

説明変数への逆因果性が無いかを検定する為に、Granger 因果性検定を行う。逆因果性が

確認された場合、説明変数を組み替えることにより、逆因果性が確認されなくなるまで説

明変数を選び替える。 

逆因果性が無いことが確認された後、定常化された変数を用い、自己相関関数（ACF）

と偏自己相関関数（PCAF）を見ながら AR 項、MR 項の次数を決定し、赤池情報量（AIC）、

Schwartz’s Bayesian Information Criterion（SBIC）が最小になるようにモデルを構築し、

パラメータの推計を行う。そして構築されたモデルの攪乱項に系列相関が残っているかを

検定する。系列相関の検定には、Ljung = Box 検定を用い、「攪乱項に系列相関が残ってい

ない」という帰無仮説が、全ての次数において棄却されないように AR 項、MR 項をモデル

に組み込み、モデルを再構築する。 

(ⅱ)鉄道産業 

パネルデータ分析についても、基本的な手順は Box-Jenkins 法と同様である。モデル式

は以下のように表される。 

𝑦𝑖𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑥1𝑖𝑡 + 𝛽2𝑥2𝑖𝑡 +⋯⋯+ 𝛽𝑛𝑥𝑛𝑖𝑡 + 𝜀𝑖𝑡 (2)  

 

𝑦𝑖𝑡は被説明変数、 𝛽0は定数項、𝑥𝑘𝑖𝑡(k = 1～n)は外的要因を表す説明変数、𝜀𝑖𝑡は攪乱項で

ある。本稿で着目するのは外的な要因であり、𝛽1から𝛽𝑛というパラメータの推計が目的で
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ある。 

 分析の手順として、ARMAX モデルの推計と同様、まず全ての変数について定常化検定

を行う。定常化の検定には、Fisher-Type ADF 検定（Fisher-Type-Augmented Dickey-Fuller

検定）を用いる。Fisher-Type ADF 検定で定常化が確認されなかった変数については、対

数をとり、更に定常化が確認されなかった場合は階差をとることによって定常化する。次

に定常化された変数を用い、パラメータの推計を行う。パラメータの推計を行う際、固定

効果モデルと変量効果モデルの両者で推計を行う。変量効果モデルは②式と同様であるが、

固定効果モデルは、 

𝑦𝑖𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑥1𝑖𝑡 + 𝛽2𝑥2𝑖𝑡 +⋯⋯+ 𝛽𝑛𝑥𝑛𝑖𝑡 + 𝜃𝑓𝑖𝑥𝑖 + 𝜀𝑖𝑡 (3)  

という式で表される。𝑓𝑖𝑥𝑖はグループ i が持つ固有の効果を表す変数であり、実際に推計さ

れた際には相殺される。パネルデータ分析を行う際には変量効果モデルが採用されるか、

固定効果モデルが採用されるかを検定する必要があり、その検定の際には Hausman 検定

を用いる。そして採用されたモデルの攪乱項に系列相関が残っているかを検定する。系列

相関の検定には Wooldridge Test を用い、「攪乱項に系列相関が残っていない」という帰無

仮説が棄却されないようにモデルを構築する。 

 

2.2 分析に用いた変数 

 航空産業については、経済産業研究所が公表している「JIP データベース 2010」3にある

TFP、実質産出額（2000 年価格）、実質 IT 投資額（2000 年価格）、実質 IT ストック額（2000

年価格）、部門別マンアワー（1000 人×総労働時間）、の 1980 年から 2007 年までの時系列

データを用いて分析を試みる。また、実質 IT 投資額については、ソフトウェア投資額とハ

ードウェア投資額（ともに 2000 年価格）に分け、実質 IT ストック額についても、ソフト

ウェアストック額とハードウェアストック額（ともに 2000 年価格）に分けて4推計を行う。

なお、JIP データベースには 1980 年以前のデータも存在するが、1980 年以前とそれ以降

では IT 投資の定義が変更されていることから 1980 年以降のデータを用いた。また鉄道産

業については、日本経済研究センター（JCER）5が公表している EAST ASIAN LISTED 

COMPANIES DATABASE（以下 EALC DATABASE）より、個別企業の TFP、実質産出

額（2000 年価格）、企業別マンアワー（1000 人×総労働時間）、実質資本ストック額（2000

年価格）の、観測可能な 1994 年から 2005 年までのデータを用いて分析を行う。 

 

2.3 分析結果 

 以上の変数を用いて、航空産業、鉄道産業について時系列分析、パネルデータ分析をそ

                                                   
3 経済産業研究所：http://www.rieti.go.jp/jp/index.html 
4 ソフトウェアストック額は、JIP 資産分類の 38 番「受注ソフトウェア」を用いている。またハードウェ

アストック額は、JIP データベースの実質 IT ストック額から 38 番「受注ソフトウェア」を除いた額であ

る。 
5 日本経済研究センター：http://www.jcer.or.jp/ 



7 

 

れぞれ行う。 

（ⅰ）TFP へ IT 投資が与える影響の推計 

①航空産業 

 航空産業については、実質ハードウェア投資と実質ソフトウェア投資に IT 投資を分けた

上で推計を行う。実質ハードウェア投資、実質ソフトウェアについて Granger 因果性検定

を行った結果、TFP への逆因果性が無いことが確認された。まず、実質ハードウェアが TFP

に与える影響を推計したモデル式は、以下の通りである。 

𝑙𝑛𝑡𝑓𝑝𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑙𝑛ℎ𝑎𝑟𝑑𝑖𝑛𝑣𝑡−1 + 𝛽2𝑙𝑛𝑠𝑜𝑓𝑡𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑡 + 𝛽3𝑙𝑛ℎ𝑎𝑟𝑑𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑡 + 𝛽4𝑘𝑖𝑠𝑒𝑖𝑑𝑚𝑡 + 𝛽5𝑠𝑒𝑝𝑡𝑒𝑚𝑏𝑒𝑟𝑑𝑚𝑡 + 𝜀𝑡 (4)  

𝑙𝑛𝑡𝑓𝑝𝑡：t 期における TFP 水準（対数値） 

𝑙𝑛ℎ𝑎𝑟𝑑𝑖𝑛𝑣𝑡−1：t-1 期前の実質ハードウェア投資（対数値） 

𝑙𝑛𝑠𝑜𝑓𝑡𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑡：t 期における実質ソフトウェアストック額（対数値） 

𝑙𝑛ℎ𝑎𝑟𝑑𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑡：t 期における実質ハードウェアストック額（対数値） 

𝑘𝑖𝑠𝑒𝑖𝑑𝑚𝑡：規制緩和ダミー 

𝑠𝑒𝑝𝑡𝑒𝑚𝑏𝑒𝑟𝑑𝑚𝑡：9・11 ダミー 

 

航空産業では 1999 年に路線免許制が廃止され参入自由の規制緩和が行われた為、1999 年

以前は 0、1999 年以降に 1 をとる規制緩和ダミーを説明変数に加えている。また、9・11

米国テロによる影響を取り除く為、2001 年以降 1 を取る 9・11 ダミーを説明変数に加えて

いる。実質ハードウェア投資に関しては、1 期ラグを用いている。定常化検定については、

各変数について ADF 検定を行う。ADF 検定の結果、対数化したいくつかの変数が定常化

しなかったので、一階階差を取ったモデルを採用した。すなわち、モデル式は以下のよう

に書き換えられる。 

∆𝑙𝑛𝑡𝑓𝑝𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1∆𝑙𝑛ℎ𝑎𝑟𝑑𝑖𝑛𝑣𝑡−1 + 𝛽2∆𝑙𝑛𝑠𝑜𝑓𝑡𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑡 + 𝛽3∆𝑙𝑛ℎ𝑎𝑟𝑑𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑡 + 𝛽4∆𝑘𝑖𝑠𝑒𝑖𝑑𝑚𝑡 + 𝛽5∆𝑠𝑒𝑝𝑡𝑒𝑚𝑏𝑒𝑟𝑑𝑚𝑡 + 𝜀𝑡 (4)’ 

※Δは一階階差を示す。 

また、同様に実質ソフトウェア投資が TFP に与える影響についても検証する為にモデル

式を構築する。各変数について ADF 検定を行った結果、対数化したいくつかの変数が定常

化しなかったので、一階階差を取ったモデルをここでも採用した。モデル式は以下の通り

である。 

∆𝑙𝑛𝑡𝑓𝑝𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1∆𝑙𝑛𝑠𝑜𝑓𝑡𝑖𝑛𝑣𝑡−1 + 𝛽2∆𝑙𝑛𝑠𝑜𝑓𝑡𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑡 + 𝛽3∆𝑙𝑛ℎ𝑎𝑟𝑑𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑡 + 𝛽4∆𝑘𝑖𝑠𝑒𝑖𝑑𝑚𝑡 + 𝛽5∆𝑠𝑒𝑝𝑡𝑒𝑚𝑏𝑒𝑟𝑑𝑚𝑡 + 𝜀𝑡 (5)  

𝑙𝑛𝑡𝑓𝑝𝑡：t 期における TFP 水準（対数値） 

𝑙𝑛𝑠𝑜𝑓𝑡𝑖𝑛𝑣𝑡−1：t-1 期前の実質ソフトウェア投資（対数値） 

𝑙𝑛𝑠𝑜𝑓𝑡𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑡：t 期における実質ソフトウェアストック額（対数値） 

𝑙𝑛ℎ𝑎𝑟𝑑𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑡：t 期における実質ハードウェアストック額（対数値） 

𝑘𝑖𝑠𝑒𝑖𝑑𝑚𝑡：規制緩和ダミー 

𝑠𝑒𝑝𝑡𝑒𝑚𝑏𝑒𝑟𝑑𝑚𝑡：9・11 ダミー 
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以上の(4)’式と(5)式を推計する。(4)’の推計結果は以下の表１の通りである。 

(表 1) 実質ハードウェア投資が TFP に与える影響の推定結果 

 

上記のように、t-1 期の実質ハードウェア投資、9・11 ダミーはそれぞれ有意6である。 

また、(5)式の推計結果は、表 2 の通りである。 

 

(表 2) 実質ソフトウェア投資が TFP に与える影響の推定結果 

 

上記のように、t-1 期の実質ソフトウェア投資、9・11 ダミーはそれぞれ有意である。 

 

②鉄道産業 

 鉄道産業については、IT 投資に関する個別企業のデータを観測することが不可能だった。

よって分析を行う際、鉄道産業における IT 投資動向の特殊性を利用して分析を行う。以下

の図 1 は、鉄道産業におけるマクロの実質 IT 投資の動向である。 

 

 

 

                                                   
6 本稿では有意水準として、5%、1%有意水準を採用する。 
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(図 1) 

 

出所：JIP データベース 2010 より筆者作成    

 

図 1 から明らかなように、2001 年以降実質ソフトウェア投資と実質ハードウェア投資の

両者とも急激に増加している。2001 年は JR 東日本が Suica の導入モニターテストを実施

することを発表した年であり、2001 年以降は ICOCA、PASMO の導入等に向けて各社が

IT 投資を増加している。本分析では 2001 年以降の IT 増加の大部分がこれらの IC カード

の導入に関するものであると仮定し、分析を行う。具体的には、EALC DATABASE の中で

観測可能な資本金 100 億円以上の鉄道企業をランダムサンプリングし、選ばれた各企業が

IC カードを導入した年から 1 をとるダミー変数を作成し、そのダミー変数にかかる係数を

IT 投資による効果とみなす。 

 実質 IT 投資額が TFP に与える影響を推計したモデル式は、以下の通りである。 

 

𝑙𝑛𝑡𝑓𝑝𝑖𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑙𝑛𝑚𝑎𝑛ℎ𝑜𝑢𝑟𝑖𝑡 + 𝛽2𝑙𝑛𝑟𝑒𝑎𝑙𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑙𝑖𝑡 + 𝛽3𝐼𝐶𝑑𝑚𝑖𝑡 +∑ 𝜃𝑗𝑑𝑚𝑗

2005

𝑗=1995
+ 𝜀𝑖𝑡 (6)  

𝑙𝑛𝑡𝑓𝑝𝑖𝑡：企業 i における t 期の TFP（対数値） 

𝑙𝑛𝑚𝑎𝑛ℎ𝑜𝑢𝑟𝑖𝑡：企業 i における t 期のマンアワー（対数値） 

𝑙𝑛𝑟𝑒𝑎𝑙𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑙𝑖𝑡：企業 i における t 期の実質資本額（対数値） 

𝐼𝐶𝑑𝑚𝑖𝑡：企業 i における IC カード導入ダミー 

∑ 𝜃𝑗𝑑𝑚𝑗
2005
𝑗=1995  ：年次ダミー 
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∑ 𝜃𝑗𝑑𝑚𝑗
2005
𝑗=1995  は年次ダミーであり、各年度における鉄道産業の変動要因を取り除くために

説明変数に含めた。 

 定常化検定については Fisher-Type ADF 検定を行う。Fisher-Type ADF 検定を行った結

果、𝑙𝑛𝑚𝑎𝑛ℎ𝑜𝑢𝑟𝑖𝑡を除く全ての変数の定常化7が確認された。よって、(5)式の各パラメータ

を推計する。推計をする際に、固定効果モデルと変量効果モデルのいずれが適切であるか

を検定する為に Hausman 検定を行い、検定の結果、固定効果モデルが採用された。また、

ここでも ARMAX モデルの推計と同様、攪乱項の系列相関が残っているかを検定する必要

があり、Wooldridge Test を用いた系列相関の検定を行う。Wooldridge Test の結果、「攪乱

項に系列相関が残っていない」という帰無仮説を棄却することができなかった。(5)式の推

定結果は以下の通りである。 

 

(表 3) IC カード導入が TFP に与える影響の推定結果 

 

 

上記のように、実質資本ストック額、96 年度、97 年度、98 年度、99 年度、2000 年度、

01 年度、02 年度、03 年度、04 年度、05 年度のそれぞれの年度ダミー、IC カード導入ダ

                                                   
7 非定常な説明変数が一つだけであり、他の説明変数が定常な場合は正しくパラメータの推計を行うこと

が可能である。 
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ミーはそれぞれ有意である。 

(ⅱ)労働生産性へ IT 投資が与える影響の推計 

 労働生産性を示す指標として、生産額ベース労働生産性（実質生産額／マンアワー）と

付加価値ベース労働生産性（実質付加価値額／マンアワー）という二つの指標が考えられ

る。付加価値ベース労働生産性については航空産業の推計に当たって対数化した後に一階

階差をとっても定常化しなかった。本稿は航空産業と鉄道産業の比較分析を目的としてい

るので、前者の生産額ベース労働生産性のみを用いて分析を行う。 

①航空産業 

航空産業については、TFP への影響の推計と同様に実質ハードウェア投資と実質ソフト

ウェア投資に IT 投資を分けた上で推計を行う。Granger 因果性検定の結果、労働単位当た

り実質ソフトウェア投資額（実質ソフトウェア投資額／部門別マンアワー）から生産額ベ

ース労働生産性への逆因果性が無いことが確認されたが、労働単位当たり実質ハードウェ

ア投資額（実質ハードウェア投資額／部門別マンアワー）から生産額ベース労働生産性へ

の逆因果性が確認された。よって労働単位当たり実質ソフトウェア投資額が生産額ベース

労働生産性に与える影響は正しく推計することが不可能な為、推計を行わなかった。また、

ADF 検定の結果、変数を対数化後に一階階差をとることにより、生産額ベース労働生産性、

労働単位当たり実質ソフトウェア投資額については定常化が確認されたが、労働単位当た

り実質 IT ストック額（実質 IT ストック額／部門別マンアワー）、労働単位当たり実質ハー

ドウェア投資額については定常化が確認されなかった。同様に労働単位当たり実質ソフト

ウェアストック額（実質ソフトウェアストック額／部門別マンアワー）については対数化

後一階階差をとると定常化が確認されたが、労働単位当たり実質ハードウェアストック額

（実質ハードウェアストック額／部門別マンアワー）については、対数化後に一階階差を

とっても定常化が確認されなかった。これらの ADF 検定の結果を考慮して、以下のように

モデルを構築した。 

 

∆𝑙𝑛𝑜𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑙𝑎𝑏𝑜𝑢𝑟𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1∆𝑙𝑛𝑠𝑜𝑓𝑡𝑖𝑛𝑣𝑙𝑎𝑏𝑜𝑢𝑟𝑡−1 + 𝛽2∆𝑙𝑛𝑖𝑡𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑙𝑎𝑏𝑜𝑢𝑟𝑡 + 𝛽3∆𝑘𝑖𝑠𝑒𝑖𝑑𝑚𝑡 + 𝛽4∆𝑠𝑒𝑝𝑡𝑒𝑚𝑏𝑒𝑟𝑑𝑚𝑡
+ 𝜀𝑡 (7)  

𝑙𝑛𝑜𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑙𝑎𝑏𝑜𝑢𝑟𝑡：t 期の生産額ベース労働生産性（対数値） 

𝑙𝑛𝑠𝑜𝑓𝑡𝑖𝑛𝑣𝑙𝑎𝑏𝑜𝑢𝑟𝑡−1：t 期の労働単位当たり実質ソフトウェア投資額（対数値） 

𝑙𝑛𝑖𝑡𝑠𝑡𝑜𝑐𝑘𝑙𝑎𝑏𝑜𝑢𝑟𝑡：t 期の労働単位当たり実質ハードウェア投資額（対数値） 

𝑘𝑖𝑠𝑒𝑖𝑑𝑚𝑡：規制緩和ダミー 

𝑠𝑒𝑝𝑡𝑒𝑚𝑏𝑒𝑟𝑑𝑚𝑡：9・11 ダミー 

上記の(7)式の推定の結果は以下の通りである。 
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(表 4) 労働単位当たり実質ソフトウェア投資額が生産額ベース労働生産性へ与える影響 

 

 

表 4 から明らかなように、労働単位当たり実質ソフトウェア投資額が生産額ベース労働

生産性へ与える影響は有意ではない。また規制緩和ダミーについては有意である。 

 

②鉄道産業 

 次に鉄道産業についても生産額ベース労働生産への IT 投資の影響の分析を行う。ここで

の分析手法は、先述の TFP への影響の分析に用いられた分析と同様である。すなわち、IC

カード導入ダミーに係る係数の推定を行う。モデル式は以下のように表される。 

𝑙𝑛𝑜𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑙𝑎𝑏𝑜𝑢𝑟𝑖𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑙𝑛𝑟𝑒𝑎𝑙𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑙𝑙𝑎𝑏𝑜𝑢𝑟𝑖𝑡 + 𝛽2𝐼𝐶𝑑𝑚𝑖𝑡 +∑ 𝜃𝑗𝑑𝑚𝑗

2005

𝑗=1995
+ 𝜀𝑖𝑡 (8)  

𝑙𝑛𝑜𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑙𝑎𝑏𝑜𝑢𝑟𝑡：t 期の生産額ベース労働生産性（対数値） 

𝑙𝑛𝑟𝑒𝑎𝑙𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑙𝑙𝑎𝑏𝑜𝑢𝑟𝑖𝑡：t 期の労働単位当たり実質資本額（対数値） 

𝐼𝐶𝑑𝑚𝑖𝑡：IC カード導入ダミー 

∑ 𝜃𝑗𝑑𝑚𝑗
2005
𝑗=1995 ：年度ダミー 

 

定常化検定については Fisher-Type ADF 検定を用いる。Fisher-Type ADF 検定の結果、全

ての変数において定常化が確認されなかったので、一階階差をとり、再び Fisher-Type ADF

検定を行ったところ、全ての変数において定常化が確認された。従って、(8)式は以下のよ

うに書き換えられる。 

∆𝑙𝑛𝑜𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑙𝑎𝑏𝑜𝑢𝑟𝑖𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1∆𝑙𝑛𝑟𝑒𝑎𝑙𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑙𝑙𝑎𝑏𝑜𝑢𝑟𝑖𝑡 + 𝛽2∆𝐼𝐶𝑑𝑚𝑖𝑡 +∑ 𝜃𝑗𝑑𝑚𝑗

2005

𝑗=1996
+ 𝜀𝑖𝑡 (8)’ 

(8)’式の各パラメータを推計する。推計をする際に、固定効果モデルと変量効果モデルのい

ずれが適切であるかを検定する為に Hausman 検定を行い、検定の結果、固定効果モデル

が採用された。また、攪乱項の系列相関が残っているかを検定する為、Wooldridge Test を

用いた系列相関の検定を行う。Wooldridge Test の結果、「攪乱項に系列相関が残っていな

い」という帰無仮説を棄却することができなかった。⑤’式を推計することによって得られ
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た結果は以下の通りである。 

 

(表 5) IC カード導入が生産額ベース労働生産性に与える影響の推定結果 

 

表 5 から明らかなように、労働単位当たり実質資本額、98 年度、03 年度、05 年度のそ

れぞれの年度ダミーは有意であるが、IC カード導入ダミーは有意であることが認められな

かった。 

 

2.4 推計結果のまとめ 

①TFP への IT 投資の影響 

 航空産業における推計の結果、実質ハードウェア投資額は TFP 水準を約 0.03%押し下げ、

実質ソフトウェア投資額は TFP 水準を約 0.04%押し上げる、という結論を得た。また、実

質ソフトウェアストック額、実質ハードウェアストック額はいずれも TFP 水準への影響は

統計的に有意ではない。更に特筆すべきは 9・11 ダミーの影響である。今回の推計による

と、米国 9・11 テロの影響は、我が国の航空産業の TFP 水準を約 0.03%押し下げた、とい

う結論を得た。航空各社が指摘しているように、9・11 テロの我が国の航空産業への影響は

大きいものであったということが判る。 

 また鉄道産業においては、「Suica」などをはじめとする IC カードの導入は、鉄道各社の

TFP 水準を約 0.04%押し上げた、ということが今回の推計から明らかになった。 
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②産出額ベース労働生産性への IT 投資の影響 

 航空産業の推計において、実質ソフトウェア投資額が産出額ベース労働生産性へ影響を

与えているということは、統計的に有意とは認められなかった。また、規制緩和ダミーに

ついては、産出額ベース労働生産性を約 0.07%押し下げる、という結果を得た。9・11 ダミ

ーについては本稿で扱っている 5％有意水準には届かなかったものの、10％有意水準で有意

となっており、産出額ベース労働生産性へ全く影響が無かったとは断定できない。 

 また、鉄道産業においても航空産業と同様、産出額ベース労働生産性への IC カード導入

の影響は、統計的に有意とは認められなかった。 

以上の推計結果から明らかになったことは、以下の三点である。①IT 投資額は TFP 水準

に対して何らかの影響を与えているが、産出ベース労働生産性への影響は認められない、

②IT 資本額は TFP 水準、産出額ベース労働生産性の両者に影響を与えていることが認めら

れなかった、③9・11 テロは、我が国に直接的な被害をもたらさなかったものの、我が国の

航空産業に深刻な影響を与えた。本稿において特に関心があるのは①、②の結論である。

次章で航空産業、鉄道産業における IT 投資の状況を整理しながら、今回の推計結果が何故

得られたのかを分析する。 
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3. 各産業における IT投資の動向 

3.1航空産業における IT投資の動向 

航空産業の IT 投資動向を論ずる際に、我が国の航空保安検査の運営方法を概観する必要

がある。何故ならば航空産業における IT 投資は顧客管理や IC カードのようにビジネスに

直接結びつくものだけではなく、手荷物検査や安全運航の為のシステムへの投資など、安

全対策への IT 投資が占める部分が大きいと考えられるからである。 

我が国では旅客や手荷物の航空保安検査は航空会社の責任になっている8。諸外国では国

の機関や空港運営体などにより行われていることが多く、我が国のような運営の方法は稀

である。すなわち、我が国では航空会社が検査機器を購入し、保安検査を実施しているの

である。国内の定期便就航空港は保安検査業務を各検査会社に委託をしている。就航する

航空会社は、空港ごとに検査会社とそれぞれの検査の委託契約を結ぶが、同じ検査レベル

で実施されるよう、航空保安協議会が航空局の指導の下、検査体制・検査方法を決め、検

査機器も保安協議会が選定したものを各航空会社が購入・設置・運用している。また空港

ごとに複数の航空会社が乗り入れている場合は、保安業務の代表幹事社を決めて設置・運

用をしている。 

 2001 年 9 月 11 日に起こった米国テロは世界の航空産業に大きな衝撃を与えた。我が国

の航空産業も例外ではなく、航空需要の落ち込みが顕著であった。航空各社が 9・11 テロ

を受けて更なる安全対策への取り組みを強いられたのは疑うまでもなく、我が国での航空

保安検査が航空会社の責任になっている以上、航空各社は追加的な負担をすることで安全

対策を強化しなくてならなかったことは容易に想像することができる。以下の図 2 は我が

国の航空産業における IT 投資の動向である。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   

8日本において航空会社が航空運送業を営む為には、国土交通大臣から“許可（航空法第 100 条）”を受け

る必要があり、この許可を受ける為には航空会社は各社必ず“事業計画（航空法第 100 条第 2 項）”を国交

大臣へ提出しなくてはならない。その事業計画に記載すべき事項として“航空機強取等防止措置の内容（航

空法施行規則第 210 条第 1 項第 7 号、同法 232 条第 1 項第 7 号ホ）”と明記されており、この“航空機強

取等防止措置の内容”が客の手荷物検査を含む保安措置内容ということになる。このことから日本国内の

空港におけるお客様に対する保安検査の実施主体、つまり責任の所在は各航空会社ということになる。（成

田セキュリティガイドホームページより一部抜粋） 
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(図 2) 

 

出所：「JIP データベース 2010」より筆者作成 

 

図 2 から明らかなように、9・11 テロのあった 2001 年以降、実質ハードウェア投資、実

質ソフトウェア投資と共に急増していることが判る。これらの投資額のうち、どの程度の

割合が 9・11 テロを受けての安全対策に充てられたのかは明らかではないが、更なる安全

対策の為の IT 投資が必要であったことは、図 2 から明らかである。 

 言うまでもなく航空会社は「JAL カード」や「ANA カード」などへのハードウェア、ソ

フトウェアへの IT 投資も行っている。これらの IT 投資はこれまで述べてきた安全対策へ

の投資よりも、より企業の利潤を拡大させる為の投資としての性格を持っている。しかし、

例えば JAL カードの利用者数は 2010 年度末で約 249 万人に過ぎない。後述する「Suica」

の発行枚数と比較すると、発行枚数とカードの利用者数は必ずしも一致しないとしても、

規模はかなり小さい。また 2005 年 1 月以降、JAL カードは「Suica」と業務提携をしてお

り、電子マネーとしての機能を持つことになった。 

 また 2002 年の JAL と JAS の経営統合や、1999 年の ANA のスターアライアンス加盟9な

ど、2000 年前後から我が国の航空会社は統合や業務提携を進めており、図 2 に見られる IT

投資の急激な増加は、これらの各航空会社における統合・業務提携の推進も反映されてい

ると考えられる。 

 

                                                   
9 スターアライアンスは 1997 年に設立された最大の航空連合であり、2012 年 2 月現在、就航空港は 1290

港、就航国は 189 ヵ国にも及ぶ。（スターアライアンス HP より一部抜粋） 
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3.2鉄道産業における IT投資の動向 

 本分析においては「Suica」をはじめとする IC カードの導入が TFP や労働生産性に与え

る影響を分析してきた。以下で交通系 IC カードの特徴を概観する。 

IC カードには複数の異なる規格が存在しており、交通分野で用いられるのは一般に「非

接触方式」カードである。これは、カード内に埋め込まれたアンテナがリーダ／ライタか

ら発せられる電波を受信し、それをエネルギーに変換してデータのやり取りを行う方式で

ある。「Suica」ではソニー製の非接触型 IC カード「FeliCa」が採用されている。ただし、

必ずしも各社の IC カードが他社の路線でも自由に使えるというわけではない。各社の IC 

カードがそれぞれの目的や用途に応じて個別に仕様を設定している。その為、鉄道各社は

IC カードの共通化、相互利用化の計画を進め、現在では多くの路線で相互利用が可能にな

っている10。また、主な IC カードの導入状況は以下の表 4 の通りである。 

 

(表 4) IC カードの導入状況 

 

 出所：各社ホームページより筆者作成 

 

 電子マネーとしての交通系 IC カードの役割も企業の TFP や労働生産性に大きな影響を

与えていると考えらえる。2011 年 8 月末現在の電子マネーとしての「Suica」の利用可能

店舗数は約 154,190 店舗、利用可能箇所数は約 294,370 箇所、月間利用件数は約 7,191 万

件である。また、「Suica」の発行枚数の推移は、以下の図 3 の通りであり、前述の「JAL

カード」と比較すると、利用されている規模の大きさが顕著である。 

                                                   

10 例えば、2002 年にはＪＲ東日本の「Suica」は、東京モノレール株式会社、東京臨海高速鉄道株式会

社と相互利用を実現させており、「Suica」と西日本旅客鉄道株式会社の「ICOCA」は 2004 年度、「ICOCA」

とスルッと KANSAI 協議会の「PiTaPa」の相互利用化が 2005 年度にそれぞれ開始されている。 

 



18 

 

(図 3)「Suica」発行枚数の推移 

 

出所：2011 年 10 月 4 日、東日本旅客鉄道プレスリリースより 
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4. 結論と限界 

4.1 本分析から得られる示唆 

以上の航空産業、鉄道産業における IT 投資の動向を考慮しつつ、今回の推計で得られた

結果についての考察を行う。 

 まず航空産業の IT 投資動向に大きな影響を与えていると考えられるのは、旅客や手荷物

の航空保安検査が航空会社の責任になっている、ということである。特に 9・11 以降航空

産業が置かれた状況は非常に厳しく、安全対策を講じることにより乗客の信頼を勝ち取ら

なくてはならなかった。その為には厳重な警備体制と共に、新たな設備の購入やそれに伴

うシステムの導入等、IT 投資、非 IT 投資を安全対策の為に行わなくてはならなかったと推

察される。さらに我が国では航空会社がそのような安全管理に重大な責任を持っており、

航空会社の投資が安全対策に集中せざるを得なくなってしまった結果、投資に関する意思

決定を柔軟にすることができなかったと考えられる。特に実質ハードウェア投資に関して

は、保安検査やその他の安全対策の為に急激に増加させる必要に迫られ、TFP 水準に対し

てマイナスの影響が認められる、という結果を招いてしまったものと考えられる。また実

質ソフトウェア投資に関しては、もちろんこれまで議論してきたような安全管理に関する

ソフトウェア開発やシステム開発などに投資されてきたことが考えらえる。ただし、実質

ハードウェア投資と異なる点は、例えば「JAL カード」のような直接企業の収益につなが

るような分野や、他の航空会社との業務提携などにも、本分析の観測期間の間に積極的に

投資を行っている点である。また、この点では鉄道産業における IC カード導入についても

同じ結論が導かれる。本分析の中で観察可能であった期間では、まだ電子マネー・サービ

スが開始されてから一年後までの期間でしか分析をすることが出来なかった。さらに、本

分析で取り上げた期間では、まだ関東私鉄が中心となって取り入れた「Pasmo」が登場し

ていない。よって、本分析の中の TFP への IC カード導入の効果の推計結果は過少である

可能性が高い。それにもかかわらず、航空産業における実質ソフトウェア投資額が TFP 水

準を押し上げた効果と遜色ない押し上げ効果を持っていることが明らかになった。 

 以上のように IT 投資が企業の TFP 水準を押し上げる効果があるということは、伊丹・

軽部（2004）が指摘しているように、企業内部・企業外部の情報の流れを円滑にすること

が、企業の競争優位を確立する上での重要な要素である、ということを示唆している。し

かし、航空産業において実質ハードウェア投資が TFP 水準にマイナスの影響を与えてしま

ったことから明らかなように、たとえ情報の流れを円滑にしたところで、その情報の流れ

の効率化が価値の創造につながっていないと、TFP 水準にはプラスの影響を与えない。安

全管理に関する情報の流れを効率化するような投資を行う場合には、その投資自体から短

期的には利益を得ることはできない。安全管理を徹底することで、長期的には利益を押し

上げ、TFP 水準を高めるような効果がある可能性は否定できず、たとえ実質ハードウェア

投資が TFP 水準にマイナスに寄与していたとしても、その実質ハードウェア投資が非効率

的なものであったかは明らかではない。また、IT がつくりだすネットワークについては、
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鉄道産業の IC カードの導入や「JAL カード」が「Suica」をはじめとする様々なビジネス

と業務提携や、航空会社間の業務提携や経営統合などといった、組織間関係論が指摘する”

弱い関係性”を多く持つことが、競争優位を勝ち取る為の経営戦略である、ということを今

回の推計結果は示唆している。 

 また、産出額ベース労働生産性への IT投資額の影響は明らかではない、との結論を得た。

TFP 水準には影響を与え、産出額ベース労働生産性には影響を与えない、ということはい

くつかの可能性が考えられる。その可能性とは、①IT 投資は産出額を増加させる効果はな

い、②IT 投資は労働投入を減少させる効果がない、という二つの可能性である。この結果

の解釈は明らかではない。 

 

4.2 本分析の限界 

 本分析の限界は大きく分けると以下の四点である。 

（ⅰ）航空産業におけるミクロデータの入手が困難であった点。特に 2002 年の JAL と JAS

の経営統合により、データの処理が困難になった。 

（ⅱ）航空産業におけるテロ対策など安全対策への IT 投資額の内訳のデータが入手できな

かった為、マクロの IT 投資のデータからどのように IT 投資額が変化したかを予想し、考

察することしかできなかった。 

（ⅲ）鉄道産業における各社の実質ソフトウェア投資額、実質ハードウェア投資額のデー

タが入手できない。その為に、IC カードの導入の評価にとどまり、IC カードの導入による

TFP 水準の押し上げに、実質ソフトウェア投資額、実質ハードウェア投資額のいずれが多

く寄与しているのかを明らかにすることができなかった。 

（ⅳ）鉄道産業において、データの制約から「Pasmo」が導入された後の影響を分析する

ことができなかった。  

特に（ⅱ）については実際に企業にヒアリングに行くなどして対処することができると

考えられが、（ⅰ）については対処が難しいと予想される。航空産業の IT 投資動向をより

緻密に分析することで、本分析はより意味を持つものになると考えられ、今後の課題とす

る。 
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http://www.narita-airport.jp/jp/security/ss_passengers/index.html 

http://www.jcer.or.jp/
http://www.secu354.co.jp/contents/seminar/09/seminar-091110-1-8.htm
http://www.narita-airport.jp/jp/security/ss_passengers/index.html

